
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

平成３０年度　行政評価　　施策カルテ

施策名 ５　特別支援教育の充実 施策主管課 教育センター 総合計画記載頁 １１２ページ

政策の柱 Ⅱ　市民の学ぶ意欲と豊かなこころを育むために
政策名

（基本施策名）
９　信頼される学校教育を推進する 政策の達成目標

（基本施策目標）
信頼される学校教育が推進され，児童生徒が，充実した学校生活を送っています。

施策目標 児童生徒一人ひとりが，ニーズに応じた適切な教育的支援を受けています。
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  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照） Ｂ
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①施策指標
　Ａ ：達成度９０％超
　　　　　　［３３点］

Ｂ ：達成度７０％～９０％
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：達成度７０％未満
　　　　　［１５点］

②市民意識
調査結果
（満足度）

　Ａ ：前年度より向上
　　　　　（＋５ｐｔ超）
　　　　　　［３３点］

中核市での本
市の順位

・平成24年7月の中央教育審議会分科会報告において，障がいのある子と障がいのない子ができるだけ同じ場で共に学ぶことを目指すことや，個別の教育的ニーズに的確に応える多様で柔軟な仕組みを整備することなど，共生社会の実現
に向けて，インクルーシブ教育システムを構築していくことが示された。
・平成25年9月，学校教育法施行令が一部改正され，就学先決定にあたっては，児童生徒の障がいの状態はもとより，本人・保護者の意向や学校や地域の状況等を踏まえ総合的な観点から検討することが規定された。
・平成28年4月，障害による差別の解消の推進に関する法律が施行され，公立の小中学校において，障害を理由とする不当な差別的扱いが禁止されるとともに，合理的配慮の提供が義務化された。
・平成29年3月に新学習指導要領（小学校は平成32年度より全面実施，中学校は平成33年度より全面実施）が公示され，特別支援学級に在籍する児童生徒や通級指導教室を利用する児童生徒に対しては個別の支援計画を作成することが
義務化された。
※インクルーシブ教育システム・・・障がいのある児童生徒が，自己の能力を最大限に発達させ，社会参加できるよう，特別支援学級等の多様な学びの場を活用しつつ，障がいのない児童生徒とできる限り共に学ぶことのできる仕組み。
※合理的配慮・・・特別な支援が必要な児童生徒の「教育を受ける権利」を確保するために，市や学校が，体制面や財政面で過度の負担にならない範囲内で行う配慮のことであり，教員が行う教材等の工夫から，市が行う施設整備まで様々
なことが考えられる。
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　Ａ ： 計画以上
 　　 （主要な構成事業の
　　　２割超が計画以上）
　　　　　　［３３点］

　Ｂ ： 計画どおり
 　 　（主要な構成事業の
　　　８割以上が計画どおり）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ： 計画より遅れ
 　 （主要な構成事業の
　　２割超が計画より遅れ）
　　　　　［１５点］

・特別支援教育に関する教職員研修や教育センター職員による学校訪問指導の実施等により，各小中学校にお
いて，個別の支援計画を活用し教職員の共通理解のもと，組織的な対応がなされている。

市民満足度
・本市独自の取組である特別支援教室（かがやきルーム）に関する事業などが，対象児童生徒や保護者から高い
評価を得ており，市民満足度は高まってきている。 概ね順調

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況

施策を取り
巻く環境等

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（５事業選択）

対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

1 特別支援教育事業 ○★
特別な教育的支援を要する
児童生徒に対する指導の充
実

特別な支援を必要とする
児童・生徒及び，宇都宮
市立小中学校の教職員

・学校訪問相談の実施
・かがやきルームでの指導の充
実
・特別支援教育に係る教職員研
修の実施

計画どおり 211 H16 独自性
　学校生活適応支援アドバイザー等による学校訪問相談の実施や，かがやきルー
ムの有効活用，特別支援教育の視点を取り入れた授業力向上のための研修の充
実などにより教職員の指導力向上を図る。

2 就学指導事業 ★
障がいのある児童生徒の適
正な就学先の決定

宇都宮市立小中学校に
入学予定の幼児・児童・
生徒，保護者

教育センターにおける就学相談
の実施

計画どおり 1,069 H15
　就学相談を効率・効果的に行うとともに，保護者に対する特別支援教育や相談
窓口等の周知により理解啓発を促進し，入学時から中学校卒業時までの切れ目
のない支援の充実に，庁内連携し取り組む。

3
発達支援ネットワーク推進事業
【再掲】

○★
関係機関との連携強化
市民への障がい理解の啓発

市民及び関係機関・団体

・関係機関･団体との連携による
支援の推進
・研修会や啓発紙を活用した啓
発活動

計画どおり 511 H20

　発達の遅れのある児童や障がい児を支援するために関係機関との連携推進を
目的に実施しているネットワーク会議を，医療的ケア児支援のため協議の場の母
体組織として活用していく。さらに，協議を行う過程で得られた支援の技法などを，
障がい児全体の支援強化に繋げていく。また，これまでに作成した理解啓発紙の
活用を図り，ライフステージごとの発達障がいの理解啓発を推進していく。

４　今後の施策の取組方針
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事業の目的

事業内容
№

今後の方向性

〈施策全般〉
◆インクルーシブ教育システムの構築に向け，特別な配慮を必要とする児童生徒一人ひとりの教育的ニーズ応じた支援が行えるように，学校組織の対応力や教
職員の指導力の更なる向上を図る。また，早期からの一貫した支援のために関係機関との連携を強化するとともに，特別支援教育や発達障がい等についての更
なる理解啓発に取り組んでいく。

〈主要事業〉
◆特別支援教育事業
   児童生徒の教育的ニーズに応じた支援が行えるように，要請のあった学校に対して学校生活適応支援アドバイザー等による学校訪問相談を実施し，学校組織
の対応力の強化を図るとともに，特別支援教育の視点を取り入れた授業力向上のための研修の充実等により，教職員の指導力の更なる向上を図っていく。

◆発達支援ネットワーク推進事業
   障がい児が，ライフステージに応じて一貫した支援が受けられるよう，関係機関等と連携を強化し，発達の支援を推進していく。

〈その他個別事業〉
◆就学指導事業
　教育センターにおける就学相談を適切に進めていくとともに，特別支援教育や相談窓口等の周知に係る便りを配布することにより，保護者等への理解啓発を推
進し，切れ目のない支援の充実を図っていく。

◆小中学校における全校体制での特別支援教育の推進のために，特別支援学級，通級指導教室，通常の学級等の担当教員
の特別支援教育に係る指導力の向上や学校の対応力強化のための相談支援体制の充実を図っていく必要がある。

◆早期からの一貫した支援のために，より早い段階から保護者が就学について考える機会を設定するとともに，小中一貫教
育・地域学校園の取組を軸として，幼稚園や保育所，高等学校や特別支援学校等との連携を強化していく必要がある。

◆インクルーシブ教育システムの構築に向けて，多様な教育的ニーズに対応できるように，特別支援教育支援員等の配置や
かがやきルームの有効活用など，児童生徒の実態に応じた適切な合理的配慮の提供に努めていく必要がある。

◆特別な支援を必要とする児童生徒が，地域の中でより生き生きと生活し活躍できるように，保護者や市民への特別支援教
育や発達障がいについての理解・啓発を行っていく必要がある。

課題 方向性

事業の
進捗状況

H29
事業費

（千円）


